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「介護保険事業（支援）計画」の
進捗管理
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現行計画の進捗管理と次期計画策定
2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028
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第８期計画期間

第９期計画期間

第10期計画期間

計画とりま
とめ

データ分析、課題の抽出、
調査実施、施策立案

現行計画に基づく取組
の評価、改善

現行計画に基づく取組
の評価、改善

現行計画に基づく取組
の評価、改善

データ分析、課題の抽出、
調査実施、施策立案

計画とりま
とめ

データ分析、課題の抽出、
調査実施、施策立案



府内市町村の高齢化率
⚫ 京都府の高齢化率（R7.3末）：２９．7％（高齢者 ７３万人、うち後期高齢者 ４4万人）

⚫ 丹後、中丹、南丹圏域及び山城南圏域東部で高齢化が進んでいる

市町村報告値：R7.3.31現在
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京都・乙訓 山城北 山城南 南丹 中丹 丹後

府全体
29.7%

笠置町
56.0%

京田辺市
24.8%
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【参考】



市町村別要介護認定率（調整済み）
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• 京都府の認定率（調整済み）は全国で２番目に高く、21市町村が全国平均を上回っている
• 認定率が著しく高い場合は、認定プロセスやサービス受給状況等の検証が必要

「調整済み認定率」とは
高齢者人口の性・年齢階級別の
割合を、全国平均の割合に補正
して算出した要介護認定率
例えば後期高齢者の割合が多い
都道府県は認定率が高くなる傾
向があるが、「調整済み」ではそ
のような要因を除外して比較する
ことができる



第１号被保険者数及び要介護等認定者数の推移
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• 令和６年度末の要介護等認定者数は、約17万６千人。前年度末から約５千人の増加
• うち、第１号被保険者の要介護認定者数は約17万３千人（65才以上人口の23.7％）



認定者数の要介護度別割合の推移
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• 要支援１・２の認定率が年々少しずつ上昇し、要介護４・５の認定率は少しずつ下降傾向



認定者数の要介護度別割合【圏域別】
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• 要支援１・２の割合は丹後と山城北圏域で府の平均を上回っている。
• 要介護４・５の割合は丹後・南丹・山城南圏域で府の平均を上回っている。



要介護等認定率の推移
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・京都府の要介護認定率は令和６年度末で24.03％となり、上昇幅は前年までより大きくなった。
また、全国よりも４％ほど高くなっている。



介護サービス受給者数の種類別割合【圏域別】
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・山城南・山城北で居宅サービス受給者が多く、南丹・丹後・中丹で施設サービス受給者が多い。



介護給付費支出額の推移
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・介護給付費の支出総額は令和６年度で2,533億3,900万円となり、前年度より約100億円の増加



介護給付費支出内訳
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• 介護給付費の内訳では、居宅サービスが47.63％で半分近くを占めており、次に介護老人福祉
施設で16.64％となっている。



居宅サービス費支出内訳
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・居宅サービス費の支出では、通所介護が20.5％、次に訪問介護（19.3％）が高くなっている。
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